
 

 

会 議 録 

会議の名称  令和５年度第４回国民健康保険運営協議会 

開 催 日 時 
書面開催 

【審議期間】令和６年３月１４日～令和６年３月２８日 

開 催 場 所  書面開催 

出 席 者 

 国民健康保険運営協議会 

公益代表 瀬戸 晃 沖永 明久 伊藤 多華 

 竹田 陽介   

被保険者代表 鈴木 健夫 米井 郁代 草薙 初夫 

 大塚 とよ子   

保険医代表 中村 雄大 渡 潤 永野 芳郎 

 柏木 紀久   

被用者保険等保険者代表  加藤 寿和   
 

事 務 局 
 健康部長 

健康部保険年金課長、保険年金係長、国保給付係長 

会議の公開可否 □公開 □一部公開 ☑非公開 傍聴者数 ― 

非公開又は一部 

公開とした理由 
 書面開催のため 

報   告 

⑴ 令和６年度国民健康保険事業特別会計予算（案） 

⑵ 国民健康保険制度の改正関係 

⑶ 令和６年度事業運営について 

資料の名称 

資料１（令和５年度第４回国民健康保険運営協議会会議資料） 

資料２（令和６年度国民健康保険事業特別会計予算（案）【歳入】） 

資料３（令和６年度国民健康保険事業特別会計予算（案）【歳出】） 

会議の結果 

 【質問・意見の聴取】 

報告⑴ 質問２件、意見２件 

  ⑵ 質問２件、意見３件 

  ⑶ 質問０件、意見２件 

 

 



 

議事の概要（又は詳細） 

 【書面開催の方法】 

 令和６年３月１４日 資料を郵送にて全委員へ送付 

     ３月２８日 各委員から「質問・意見書」の提出 

 

【議事】 

令和６年度国民健康保険事業特別会計予算（案）について 

 事務局から報告（書面）し、質問・意見をいただいた。 

 

【委員からの意見及び事務局からの回答】 

１ 令和６年度国民健康保険事業特別会計予算（案） 

⑴ 質問 

ア 世帯主の国籍別割合について 

≪事務局回答≫ 

外国籍加入者割合（令和６年３月１９日時点）を提示。 

イ 県の方針に基づいて保険税率及び税額を改定するとしている

ものの、被保険者の経済的負担は大きい。もう少し国民健康保険

財政調整基金からの繰入金を使用することはできないのか。 

≪事務局回答≫ 

被保険者への急激な保険税負担とならないよう、保険税率及

び税額の改定を行った。基金繰入金を増とした場合は、一時的

に保険税負担を軽減できるものの、翌年度以降に急激な負担と

なることも懸念される。令和６年度の基金繰入金は適切と考え

る。 

⑵ 意見 

ア 令和６年１０月に予定されている５１～１００人の中小企

業に対する社会保険の適用拡大についても織込まれている。

被保険者数の減少も一定程度想定され歳入減への対応を求め

られている中、適切に措置されていると考える。 

  イ 現状をふまえて予算が計画されているものと思う。 

２ 国民健康保険制度の改正関係 

 ⑴ 質問 

  ア ３月２５日の本会議において提出された「国の責任におい

て国民健康保険制度の財政支援措置を求める意見書」につい



 

ての事務局としての対応について 

≪事務局回答≫ 

令和６年２月１９日付事務連絡、総合政策部長からの「令和７年

度に向けた国・県に対する重点要望事項について（照会）」に対し、

国民健康保険制度の構造的な課題に対し、国において抜本的な改革

を行うこと、国庫負担割合の引上げ等、国保財政基盤の拡充及び強

化を実施することを要望事項として提出した。 

イ 軽減判定所得の見直しについて、神奈川県の各市町村又は他

都道府県の市町村で、税制大綱と異なった算定をしている市町

村があるか。２割軽減、５割軽減の引上げ幅を独自に広げるべ

き。 

≪事務局回答≫ 

軽減判定所得の算定は、法に基づくため、各市区町村で異なった

算定方法を行うことはない。今回、軽減判定所得が引上げられたこ

とにより、軽減対象額が拡大し、２割軽減及び５割軽減の対象幅も

拡大することとなった。 

⑵ 意見 

ア 課税限度額引上げは高所得に対する処置で仕方ないと思われ

るが、他の市町村とのバランスを考え、調整が必要と感じた。 

  イ 課税限度額の引き上げはやむを得ないと思う。 

ウ 国の責任においてさらなる財政支援措置を講じること。ま

た、より公平かつ健全な医療保険制度の実施のために国民健康

保険制度の構造的な課題の改善を含めた見直しについて国にお

いて必要な措置を講じることを要望又は意見する。 

３ 令和６年度事業運営について 

 ⑴ 意見 

  ア 地方税共通納税システムについては、被保険者が納付方法を

選択することができ利便性が増え良い事と思う。 

  イ システム導入に伴うトラブルがあることとは思いますが、今後の

利便性からは着実に導入を進めていくことが重要と思う。 

 


